【②会社に残った創業者（残留創業者）が株式を買い取るパターン】

創業者間契約書

●●●●（以下「甲」という）、●●●●（以下「乙」という）と●●●●（以下「丙」という）は、乙と丙が保有する株式会社●●●●（以下「会社」という）の株式（以下「会社株式」という）に関し、以下のとおり合意する。

第１条（目的）
本契約は、本契約の当事者の会社株式の譲渡に関して定めたものである。

第２条（株式譲渡）
1. 本項に定める以下各号のいずれかの事由が生じた本契約の当事者（以下「退職創業者」という）は、その理由を問わず、会社に残る当事者（以下「残留創業者」という）からの請求に基づき、残留創業者に対し、退職創業者の保有する会社株式のうち残留創業者が指定する株式数を譲渡するものとする。
· 会社の役員および従業員のいずれの地位をも喪失した場合
· 死亡した場合
2. [bookmark: _GoBack]残留創業者が複数いる場合には、残留創業者間において別途書面で合意した場合を除き、残留創業者の持株比率に応じて、買い取ることができる退職創業者の株式数を按分するものとする。
3. 本条１項２号の事由が生じた場合には、残留創業者は、退職創業者の相続人に対して、本条１項の譲渡請求を行うことができるものとする。

第３条（譲渡価額）
前条における会社株式の１株あたりの譲渡価額は、退職創業者の当該会社株式１株あたりの取得価額と同額とする。

第４条（譲渡手続）
残留創業者が第２条１項に定める会社株式の譲渡請求を行った場合には、退職創業者は、残留創業者の指示に従い、会社株式の譲渡に必要なあらゆる手続を行うものとする。

第５条（秘密保持）
本契約の当事者は、相手方の書面による事前の同意なくして、本契約の存在および内容を第三者に開示しないものとする。

第６条（経営専念義務）
本契約の当事者は、会社の役員または従業員としての地位にある間、会社の経営に専念するものとする。

第７条（競業避止）
本契約の当事者は、以下のすべての条件に該当する事業を直接または間接に行わないものとする。

【条件】
・事業：会社の事業と競合する事業
・期間：会社の役員または従業員としての地位にある間
　　　　会社の役員および従業員のいずれの地位をも喪失した日から●年
・地域：会社の事業展開地域

第８条（譲渡禁止）
本契約の当事者は、相手方の書面による事前の同意なく、本契約に係る契約上の地位または本契約に基づく権利義務につき、第三者に対して譲渡、担保設定、その他の処分をしてはならないものとする。

第９条（有効期間）
本契約は、本契約締結日に効力を生じ、本契約の当事者が本契約に違反することなく会社株式を保有しなくなった日または会社株式が上場した日のいずれか早い日まで有効に存続するものとする。

第１０条（合意管轄）
本契約に関して生じた紛争については、会社の本店所在地を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

●●●●年●●月●●日

【甲】



【乙】



【丙】






